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確定給付企業年金法施行規則の一部
を改正する省令案に関する意見募集に
ついて 

平成30年4月24日 No.462 

 確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令案についての

意見募集※1※2が開始されましたので、ご案内します。 

 内容は、平成30年4月20日に開催されました第20回社会保障審

議会企業年金部会に提示、承認された「確定給付企業年金の積立

基準（非継続基準の積立不足に伴い拠出すべき掛金（特例掛金）

の計算方法のうち積立比率方式による算出方法）」の見直しにつ

いてです。 
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 省令の改正案の概要 

※１  確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令案に関する御意見募集（パブリックコメント）について 

  

項目 現行 省令の改正案の概要 

【DB施行規則】 
（第58・59条） 
非継続基準抵触
に伴い積立比率
方式により翌々事
業年度から拠出 
する特例掛金 
の計算方法 

 積立比率方式により翌々事業年度
から特例掛金を拠出しようとする場
合は、①当事業年度の積立不足を
積立比率に応じて分割拠出する額と、
②翌事業年度に増加が見込まれる
積立不足額（最低積立基準額の増
加見込額から積立金の増加見込額
を控除した額）、の合計額を拠出しな
ければならない 

 左記②の翌事業年度に増加が見込
まれる積立不足について、①の当事
業年度の積立不足と同等に取り扱い、
積立比率の区分に応じて分割拠出
する額とする（※３、※４） 

（経過措置） 

 平成31年3月31日以前に終了する
事業年度に係る決算においては、改
正前の規定によることができる 

（施行期日） 

 公布の日とする 

※2  意見募集期限：平成30年5月23日 

以 上 
※４   参考資料（厚生労働省作成）「積立比率方式の改正案イメージ」 

※３  「確定給付企業年金法施行規則の一部を改正する省令案」 

http://search.e-gov.go.jp/servlet/Public?CLASSNAME=PCMMSTDETAIL&id=495180011&Mode=0
http://search.e-gov.go.jp/servlet/PcmFileDownload?seqNo=0000175274
http://search.e-gov.go.jp/servlet/PcmFileDownload?seqNo=0000175274
http://search.e-gov.go.jp/servlet/PcmFileDownload?seqNo=0000175273

